
基本的な考え方

川崎重工グループは、事業者や官公庁、一般消費者向け、
防衛関連など幅広い分野で製品・サービスを提供していま
す。情報漏洩などが発生した場合、信用やブランド価値に
影響を及ぼし、経営の根底をゆるがしかねないため、情報
セキュリティの確保を重要な経営課題と捉えています。
当社グループが取り扱う情報を重要な資産として管理、
保護するために「川崎重工グループ情報セキュリティ方針」
を定めています（2025年7月改定）。

基本的な考え方

コンプライアンスの徹底は、川崎重工グループの全ての
事業活動の土台となるもので、全てのグループ役職員が
正しいコンプライアンス意識の下で業務を遂行しなければ
なりません。当社グループは、コンプライアンスの深化や
腐敗防止の徹底に向けたさまざまな取り組みを通して、
従業員一人ひとりが、「単に法律、規則、ルールに従うことに
とどまらず、社会からの信頼を得られるように常に正しく
行動する」というコンプライアンスの「本質」を意識し、より
一層社会から信頼され、誇りを持って働くことができる持続
可能な川崎重工グループを築いていくことを目指します。
当社グループは、「川崎重工グループ行動規範」や「川崎
重工グループ贈賄防止方針」に基づき、コンプライアンス
の徹底や腐敗防止に取り組んでいます。

内部通報制度、相談窓口

国内の当社グループの役員・従業員が、業務に関連して
コンプライアンス違反の疑いがあるときに報告・相談する
ために、外部弁護士を窓口とする「コンプライアンス報告・
相談制度」を設けています。本制度は匿名による報告・
相談も受け付けており、より利用しやすい制度とすること
で組織に自浄作用が働く風土・仕組みを醸成することを
目指しています。
本制度では、外部弁護士が窓口となり、報告・相談者から
の相談に直接対応しており、メールなどを通じて、24時間
365日通報を受け付けています。調査の結果については、
報告・相談者に外部弁護士が直接回答しています。匿名
通報の場合は、イントラネットの掲示板に案件の概要と
進捗を掲示しています。
なお、調査などの結果、コンプライアンス違反が明らか

となった場合、当社は就業規則などに従い違反者を厳正
に処分することを社則にて定めています。
通報件数や具体的な相談事例は全社コンプライアンス
委員会で報告しており、同制度の実効性を担保しています。

コンプライアンス浸透の取り組み

コンプライアンス意識の向上を目的として、行動規範に
関するeラーニングなどのコンプライアンス研修を定期的
に実施しています。公正な事業慣行、腐敗防止に向けた
取り組みに加え、製品の品質・安全性の確保や環境・人権へ
の配慮など、行動規範に定められた項目を研修テーマと
して取り上げています。
2025年度は、国内の当社グループに在籍する全従業
員を対象に「川崎重工グループ行動規範」や「コンプライ
アンスガイドブック」を用いた各職場でのディスカッション
や読み合わせ活動を実施し、33,151名が受講しました。
また、海外子会社においては、「川崎重工グループ行動規範」、
贈賄防止、独占禁止法（競争法）を題材にしたeラーニング
を10カ国語で実施し、2,707名が受講しました。
加えて、2025年10月から11月にかけて、コンプライ

アンス上の潜在的な問題や職場環境を把握するため、
日本国内の当社グループに在籍する全従業員を対象と
してコンプライアンス意識調査を実施し、その分析結果
を2026年7月に社内報で従業員向けに説明しました。

また、2020年より海外子会社を対象に「グローバル内
部通報制度」を導入し、2025年度までに導入対象となる
全ての海外子会社への設置が完了しています。「グロー
バル内部通報制度」では外部の法律事務所と社内事務局
が共同の窓口となって、実名・匿名両方の通報を受け付
けており、通報者は事業活動を行っている国・地域におけ
る主要な言語で通報することが可能です。

サプライチェーンの情報セキュリティ対策

サプライチェーンリスクに対応するため、リスクの識別、
分析、優先順位付けおよび評価に関するプロセスを整備
しています。
具体的には、「川崎重工グループお取引先様情報セキュ

リティガイドライン」（2022年度制定、2026年度改定）で
お取引先に対して情報セキュリティ対策を促し、それぞれ
の特性に応じた対策を進められるよう取り組んでいます。
また、サプライチェーンマネジメントの一環として国内
外のお取引先を対象に実施しているアンケート調査に
おいて、2024年度より情報セキュリティに関する設問を
設けました。
この調査等を通じて対策状況を確認し、リスクが高いと
判断したお取引先にはさらなるセキュリティ対策の実装を
要請するなど、調達関連部門とも連携してサプライ
チェーン全体におけるリスク低減に努めています。

情報セキュリティリスクの管理

情報セキュリティリスクを低減するため、守るべき情報
資産を特定するとともに、高度化するサイバー脅威を的確
に捉える目的で、独立行政法人情報処理推進機構（IPA）
や一般社団法人JPCERTコーディネーションセンター
（JPCERT/CC）などの専門機関、セキュリティベンダー、
アナリストから日々情報を収集しています。収集した情報
から攻撃手法やシナリオを分析して脆弱性を特定し、情報
資産が適切に保護されているかを定期的にアセスメント
し、リスクを評価します。
また、内部監査等を通じて、リスク対策の実施状況や、
方針・規程類に基づく管理・運用状況を定期的に点検・
評価します。

情報セキュリティ教育・訓練

当社グループは、情報セキュリティに関する法律やマナー、
会社のルール、事故事例などについて、新入社員、一般
従業員、幹部職員のそれぞれの立場に応じた教育を実施
しています。また、定期的に標的型疑似攻撃メールによる
訓練演習を実施しています。
2025年度は、情報セキュリティ教育を26,396名が
受講したほか、標的型疑似攻撃メールによる訓練を16回、
計8,157名に対して実施しました。

これまでも重視してきたが今後も着実に強化していく事項

情報セキュリティ コンプライアンス

川崎重工グループ情報セキュリティ方針
https://www.khi.co.jp/sustainability/pdf/
bcg_gr_info_seq_policy.pdf

川崎重工グループ行動規範
https://www.khi.co.jp/sustainability/bcg/pdf/bcg_ja_202304.pdf

川崎重工グループ贈賄防止方針
https://www.khi.co.jp/sustainability/pdf/anti_bribery_policy.pdfサプライチェーンのリスク評価

https://www.khi.co.jp/sustainability/society/collabo.html#sr

情報セキュリティリスクの管理サイクル

情報セキュリティ報告書
https://www.khi.co.jp/
sustainability/library/
infosec_report/2026/
infosec_report_2026.pdf

当社グループの取り組みの
詳細は、「情報セキュリティ
報告書」をご覧ください。

NIST（米国国立標準技術研究所）のサイバーセキュリティフレームワークを参考にリスク管理を実施
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